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「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令

お よ び 当 社 定 款 に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.toyo-eng.com/jp/ja/）に掲載することにより

株主の皆様へ提供しております。 



連 結 注 記 表 
 
 
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

 

 

（１） 連結の範囲に関する事項 

 

1) 連結子会社数   13 社 

テックプロジェクトサービス㈱、テックビジネスサービス㈱、テック航空サービス㈱、トーヨー・エンジニア

リング・コーリア・リミテッド、トーヨー・エンジニアリング・インディア・プライベート・リミテッド、東洋工程

（上海）有限公司他７社 

新規設立に伴い、当連結会計年度末より１社を連結の範囲に含めております。 

なお、㈱テックエステートについては所有株式の全てを売却したため、一方、東洋ビジネスエンジニアリ

ング㈱については所有株式を一部売却したため、連結子会社でなくなりました。 

また、トーヨー・エンジニアリング・インディア・リミテッドは平成 27年１月 16日付にてトーヨー・エンジニア

リング・インディア・プライベート・リミテッドに社名変更しております。 

 

2) 主要な非連結子会社 ㈱千葉データセンター 

非連結子会社16社の総資産の合計額、売上高の合計額、当期純損益の額のうち持分に見合う額の合

計額および利益剰余金の額のうち持分に見合う額の合計額はいずれも重要性に乏しく、連結計算書類

に重要な影響をおよぼしておりません。 

 

（２）持分法の適用に関する事項 

 

1) 持分法適用会社数 

非連結子会社 ０社 

関連会社 7 社  

東洋ビジネスエンジニアリング㈱、トーヨー・タイ・コーポレーション・パブリック・カンパニー・リミテッド、テ

ィーエス・パーティシパソエス・イ・インベスティメントス・エス・エー他 4 社 

なお、東洋ビジネスエンジニアリング㈱については所有株式を一部売却したため、持分法適用の関連

会社に変更しております。 

また、トーヨー・タイ・コーポレーション・パブリック・カンパニー・リミテッドは平成 27 年４月９日付にてティ

ーティーシーエル・パブリック・カンパニー・リミテッドに社名変更しております。 

 

2) 持分法非適用の主要な非連結子会社 ㈱千葉データセンター 

持分法非適用の非連結子会社 16社および関連会社 10社の当期純損益の額のうち持分に見合う額の

合計額および利益剰余金の額のうち持分に見合う額の合計額はいずれも重要性に乏しく、連結計算書

類に重要な影響をおよぼしておりません。 

 

（３）連結子会社の事業年度等に関する事項 

 

連結子会社トーヨー・エンジニアリング・コーリア・リミテッド、東洋工程（上海）有限公司他 5 社の決算日

は 12月 31日でありますが、連結計算書類の作成に当たっては同決算日現在の計算書類を使用してお

ります。なお、１月１日から連結決算日３月 31 日までの期間に発生した重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

 

（４）会計処理基準に関する事項 

 

1) 有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。 

1. 満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 

2. その他有価証券 

    時価のあるもの・・・連結決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの・・・移動平均法による原価法 
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2) 未成工事支出金の評価基準および評価方法は、個別法による原価法によっております。 

 

3) デリバティブの評価方法は、時価法によっております。 

 

4) 固定資産の減価償却の方法は、次のとおりであります。 

1. 有形固定資産（リース資産を除く） 

当社および国内連結子会社については主として定率法によっております。ただし、平成 10 年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備は除く）および賃貸事業用建物については定額法によっておりま

す。なお、在外連結子会社については主として定額法によっております。また、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 ３～50 年 

機械、運搬具及び工具器具備品 ２～20 年 

 

2. 無形固定資産（リース資産を除く） 

主として定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては、利用可能見込期間（５

年間）による定額法によっており、販売用ソフトウエアについては、主として見込有効期間（３年間）に

おける見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いず

れか大きい金額を償却しております。 

 

3. リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっております。 

 

5) 重要な引当金の計上方法は、次のとおりであります。 

1. 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

2. 賞与引当金 

主として、従業員に支給すべき賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 

3. 完成工事補償引当金 

完成工事高として計上した工事に係る瑕疵担保に備えるため、過年度実績率に基づく発生見込額を

計上しております。 

 

4. 工事損失引当金 

大型工事の完成に伴い発生することが確実な多額の損失に備えるため、その見込額を計上しており

ます。 

 

5. 修繕引当金 

事業用建物の大規模修繕に備えるため、当該費用の見積額を基準に、修繕計画の確定時より工事

の完了時にわたり均等額を計上しております。 

 

6. 関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、当社が負担することと

なる損失見込額を計上しております。 

 

6) 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産および負債、収益および費用は在外子会社等の決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定および少数株

主持分に含めております。 

 

7) 完成工事高および完成工事原価の計上基準 

完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に
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ついては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成

基準を適用しております。 

 

 

8) ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約について

は振当処理を採用し、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用してお

ります。 

1. ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約、通貨オプション、通貨スワップ、金利スワップなど 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権・債務、外貨建収益・費用など 

 

2. ヘッジ方針 

為替等の相場変動による損失の発生を避けるため、主として当社の内部規定であるリスク管理方針

等に基づき、当該変動リスクをヘッジしております。 

 

3. ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変動額の比率をもって評価しております。ただし、ヘッ

ジ手段とヘッジ対象の資産、負債または予定取引に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッ

ジ有効性評価を省略しております。 

 

9) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

1. 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

2. 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

3. 支払利息の原価算入 

連結子会社の一部は、不動産開発事業に要した資金に対する支払利息を不動産の取得原価に算入

しております。 

 

4. 退職給付に係る負債の計上基準 

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基

づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期までの期間に帰属させる方法については給

付算定式基準によっております。 

会計基準変更時差異（3,695 百万円）については、15 年による按分額を費用処理しております。 

過去勤務費用は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（主として 13 年）による定額法により、費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理することとしております。 

未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用および会計基準変更時差異については、税効果を

調整のうえ、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。 

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号 平成 24年 5月 17日）及び「退職給付に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 27 年 3 月 26 日）を、当該基準第

35 項本文および当該適用指針第 67 項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、

退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基

準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、割引率決定の基礎となる債券の

期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支
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払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変

更しております。 

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従

って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影

響額を利益剰余金に加減しております。 

 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が 2,222 百万円増加し、利益剰余金が

1,514 百万円減少しております。 

また、当連結会計年度の営業損失、経常損失および税金等調整前当期純損失に与える影響は軽

微であります。 

 

10) のれんの償却については、20 年内で均等償却しております。 

 

（５）表示方法の変更 

   連結貸借対照表 

  前連結会計年度において流動負債「その他」に含めておりました「為替予約」（前連結会計年度 1,152

百万円）については、重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。 
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２．連結貸借対照表に関する注記

（１）担保資産

担保に供している資産

建物

土地

計

（注）担保に供している資産についてはパフォーマンスボンド等の発行のため差し入れたもので、当連結会計年度末現在、対応債務

 は存在しておりません。

（２）減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

（３）保証債務

保証先 内容
ATLATEC, S.A.DE C.V. 借入保証
TOYO SETAL EMPREENDIMENTOS LTDA. 履行保証

借入保証等

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

（１）発行済株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 192,792,539 - - 192,792,539

（２）自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,024,116 52,619 - 1,076,735

（注） 普通株式の自己株式数の増加は、単元未満株式の買取による増加であります。

（３）配当に関する事項

　1) 配当金支払額

決議 株式の種類

普通株式

普通株式

　2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当はありません。

平成26年11月13日
取締役会

766 4.0
平成26年
９月30日

平成26年
12月１日

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月25日
定時株主総会

575 3.0
平成26年
３月31日

平成26年
６月26日

2,764 百万円

その他 52 百万円

計 2,996 百万円

配当金の総額
（百万円）

金額

180 百万円

1,231 百万円

1,186 百万円

2,418 百万円
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４．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については、一時的な余資は安全性の高い金融資産（債券・預金）で運用し、資金調達に

ついては主に銀行借入により調達しております。デリバティブは、将来の為替変動によるリスク回避、金利変動リスク回避、

および信用リスク回避を目的とし、投機的な取引は行わない方針であります。

営業債権である受取手形および、完成工事未収入金は、顧客および取引先の信用リスクと、為替の変動リスクに晒されて

おります。

信用リスクに関しては、受注時において顧客の信用リスクの精査を行うとともに、L/C決済などの支払保証手段、さらに

輸出信用保険を付保する等の対策を講じております。また為替の変動リスクについては、原則、先物為替予約を利用

してフルヘッジすることとしております。

有価証券および投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に短期の満期保有目的債券および

取引先企業との業務または資本提携等に関連する株式であり、経理財務部門が定期的に時価を把握することとしており

ます。

営業債務である支払手形および工事未払金等は、ほとんど１年内の支払期日であります。

借入金は、主に設備投資や運転に必要な資金の調達を目的としたものであり、このうち長期借入金の一部については、

支払金利の変動リスクを回避するため、金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。

デリバティブ取引は、主として外貨建ての営業取引に係わる為替の変動リスクを回避することを目的とした先物為替予約

や、支払金利の変動リスクを回避するための金利スワップ取引をヘッジ手段として利用しております。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の

「会計処理基準に関する事項」に記載されている「ヘッジ会計の方法」をご覧ください。

（２）金融商品の時価等に関する事項

平成27年３月31日(当期の連結決算日)における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません。

(単位：百万円)

現金預金

受取手形・完成工事未収入金等

　貸倒引当金(＊1)

未収入金

　貸倒引当金(＊1)

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券

　その他有価証券

資産　計

支払手形・工事未払金等

短期借入金

長期借入金

負債　計

デリバティブ取引(＊2)

　ヘッジ会計が適用されていないもの

　ヘッジ会計が適用されているもの(＊3)

デリバティブ取引　計

(＊1)完成工事未収入金・未収入金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

(＊2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

(＊3)為替予約等の振当処理および金利スワップの特例処理によるものはヘッジ対象の時価に含めて記載しています。

△ 11,962 △ 11,962 -

△ 136 △ 136 -

△ 11,826 △ 11,826 -

117,845 117,953 108

28,364 28,477 112

86,007 86,003 △ 4

3,473 3,473 -

177,362 177,357 △ 4

1,999 1,999 △0

6,748 6,748 -

△ 71

15,403 15,403 △0

△ 98

62,457 62,453 △ 4

15,474

90,753 90,753 -

62,556

連結貸借対照表
計上額

時価 差額
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(注１)金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産

　(１）現金預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　(２）受取手形・完成工事未収入金等ならびに未収入金

　これらの内、短期間で決済されるものは、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価額によっており、それ

　以外の時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間および信用リスクなどを加味した

　利率により割り引いた現在価値によっております。

　(３）有価証券および投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関から提示さ

　れた価格によっております。

負　債

　(１）支払手形・工事未払金等

　これらの内、短期間で決済するものは、時価は帳簿価額に近似していることから当該帳簿価額によっており、それ以外は

　一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローを、返済期日までの期間及び信用リスクなどを加味した

　利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　（２）短期借入金

　短期借入金については、短期で決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　(３）長期借入金（一年内返済予定分を含む）

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

　により算定しております。

デリバティブ取引

　為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている完成工事未収入金および工事未払金と一体として処理されて

　いるため、その時価は当該対象の時価に含めて記載しています。

　また、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は

　当該対象の時価に含めて記載しています。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もるには過大なコストを要すると見込まれます。

　したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、「その他有価証券」には含めておりません。

５．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額

１株当たり当期純損失

234.20 円

109.34 円

非上場株式 2,356

区分 連結貸借対照表計上額
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個 別 注 記 表 
 

 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

（１）有価証券の評価基準および評価方法は次のとおりであります。 
 

 1) 満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 
 

 2) 子会社株式および関連会社株式・・・移動平均法による原価法 
 

 3) その他有価証券 

    時価のあるもの・・・期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

        処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの・・・移動平均法による原価法 
 

（２）未成工事支出金の評価基準および評価方法は、個別法による原価法によっております。 
 

（３）デリバティブの評価方法は、時価法によっております。 
 

（４）固定資産の減価償却の方法は、次のとおりであります。 
 

 1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法によっております。ただし、平成10年４月 1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）および賃貸

事業用建物については定額法によっております。また、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物・構築物 3～50 年 

機械及び装置・車両運搬具・工具、器具及び備品 2～20 年 

 
 

 2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、利用可能見込期間（５年間）による定額法によっており、販売用

ソフトウエアについては見込有効期間（３年間）における見込販売数量に基づく償却額と販売可能な残存有

効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい金額を償却しております。 
 

 3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 
 

（５）完成工事高および完成工事原価の計上基準 

完成工事高の計上は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用しておりま

す。 
 

（６）重要な引当金の計上方法は、次のとおりであります。 
 

 1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
 

 2) 賞与引当金 

従業員に支給すべき賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 
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 3) 完成工事補償引当金 

完成工事高として計上した工事に係る瑕疵担保に備えるため、過年度実績率に基づく発生見込額を計上し

ております。 
 

 4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基

づき計上しております。なお、会計基準変更時差異（3,631百万円）については、15年による按分額を費用

処理しております。 

（会計基準等の改正等に伴う会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号 平成 24年 5月 17 日）及び「退職給付に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 27 年 3 月 26 日）を当事業年度より適用し、退職給

付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定

式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平

均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間および支払見込期間ご

との金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

     退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、当

事業年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金

に加減しております。 

       この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が2,222百万円増加し、繰越利益剰余金が1,514百万円減

少しております。 

  また、当事業年度の営業損失、経常損失および税引前当期純損失に与える影響は軽微であります。 

 

 未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と異

なります。 

 

 5) 工事損失引当金 

大型工事の完成に伴い発生することが確実な多額の損失に備えるため、その見込額を計上しております。 
  

6) 修繕引当金 

事業用建物の大規模修繕に備えるため、当該費用の見積額を基準に、修繕計画の確定時より工事の完了

時にわたり均等額を計上しております。 
  

7） 関係会社債務保証損失引当金 

 関係会社に対する債務保証等に関して生じる損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、当社が

負担することとなる損失見込額を計上しております。 

 

8） 関係会社支援損失引当金 

 債務超過にある関係会社の支援に伴う損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、当社が負担

することとなる損失見込額を計上しております。 

 

9） 関係会社事業損失引当金 

関係会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し、当社が負担することとなる損

失見込額を計上しております。 

 

（７）外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当該為替予約等の円貨額

に換算しております。 
 

（８）ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処

理を採用し、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用しております。 
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1) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約、通貨オプション、通貨スワップ、金利スワップなど 

 

ヘッジ対象 

外貨建金銭債権・債務、外貨建収益・費用など 
 

2) ヘッジ方針 

為替等の相場変動による損失の発生を避けるため、当社の内部規定であるリスク管理方針等に基づき、当

該変動リスクをヘッジしております。 
 

3) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の時価変動額とヘッジ手段の時価変動額の比率をもって評価しております。ただし、ヘッジ手段と

ヘッジ対象の資産、負債または予定取引に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッジ有効性評価を

省略しております。 
 

（９）その他計算書類作成のための重要な事項 

1) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

（１０）表示方法の変更 

   貸借対照表 

前事業年度において流動負債「その他」に含めておりました「為替予約」（前事業年度1,147百万円）について

は、重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。 

10



２．貸借対照表等に関する注記

（１）減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示しております。

（２）保証債務
保証先 金額 内容

5,767 百万円 借入保証

1,111 百万円 為替予約保証

Toyo Engineering & Construction SDN BHD 1,202 百万円 為替予約保証等

2,764 百万円 履行保証
180 百万円 借入保証
52 百万円 借入保証等

11,078 百万円

（３）関係会社に対する金銭債権・金銭債務
金銭債権

短期金銭債権 10,659 百万円
長期金銭債権 8,693 百万円

金銭債務
短期金銭債務 11,696 百万円
長期金銭債務 20 百万円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引
営業取引

完成工事高 7,759 百万円
仕入高 28,822 百万円

営業取引以外の取引 1,360 百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式数
普通株式 1,076,735 株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
繰延税金資産

繰延ヘッジ損益 3,264 百万円
繰越欠損金 3,072 百万円
退職給付引当金 1,559 百万円
工事損失引当金 886 百万円
貸倒引当金損金算入限度超過額 604 百万円
その他 830 百万円

繰延税金資産小計 10,218 百万円
その他有価証券評価差額金 △ 1,049 百万円
その他 △ 46 百万円

繰延税金資産合計 9,121 百万円

繰延税金資産の算定に当たり平成27年３月31日現在の繰延税金資産から控除された金額は
15,723百万円であります。

計

TEC Netherlands B.V.

TOYO SETAL EMPREENDIMENTOS LTDA.

ATLATEC, S.A.DE C.V.
その他

Modec and Toyo Offshore Production
System Pte. Ltd.
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６．関連当事者との取引に関する注記

関連会社等

属性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額

（注７)
科目 期末残高

- -

- -

利息の受取り
（注１）

170 百万円 - -

子会社
PT.Inti Karya
Persada Tehnik

所有
直接　47％

運転資金の融資
運転資金の融資
（注４、５）

4,154 百万円
関係会社
長期貸付金

4,154 百万円

工事未払金 181 百万円

預り金 2,196 百万円

子会社 TOYO U.S.A.,INC,
所有
直接　100％

設計・工事の発注
設計・工事の発注
（注３）

3,603 百万円 工事未払金 2,819 百万円

子会社
TEC Netherlands
B.V.

所有
直接　100％

保証債務
保証債務
（注６）

5,767 百万円 - -

関連
会社

TOYO-THAI
CORPORATION
PUBLIC COMPANY
LTD（注12）

所有
直接　22.2％

設計・工事の発注
設計・工事の発注
（注３）

3,247 百万円 工事未払金 3,085 百万円

関連
会社

NEDL -
CONSTRUCOES DE
DUTOS DO
NORDESTE LTDA.

所有
直接　42％

運転資金の融資
運転資金の融資
（注１、２）

-
関係会社
長期貸付金

3,707 百万円

関連
会社

TOYO SETAL
EMPREENDIMENTOS
LTDA.

所有
間接　50％

保証債務
保証債務
（注７）

2,764 百万円 - -

運転資金の融資
（注１、８）

5,002 百万円 短期貸付金 5,002 百万円

利息の受取り
（注１）

38 百万円 その他流動資産 1 百万円

保証債務
（注９、10）

5,948 百万円 - -

取引条件および取引条件の決定方針等

（注１） 運転資金の融資に係る金利については、市中の実勢金利を勘案して決定しております。

（注２） 上記関連会社に対する長期貸付金については、期末残高に対して3,707百万円の貸倒引当金を設定しております。

（注３） 設計・工事の発注または設計・工事の請負については、市場価格に基づいて価格交渉し、一般取引と同様に決定しております。

（注４） 上記子会社に対する運転資金の融資については、経営支援のため無利子としております。

（注５） 上記子会社に対する長期貸付金に対し、当事業年度において3,947百万円の貸倒引当金繰入額および貸倒引当金を計上しております。

（注６） 上記子会社の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。

（注７） 上記関連会社に対する保証債務については、実行プロジェクトにつき、履行保証を行ったものであります。

（注８） 上記関連会社に対する短期貸付金に対し、当事業年度において5,002百万円の貸倒引当金繰入額および貸倒引当金を計上しております。

（注９） 上記関連会社の銀行借入につき、債務保証を行ったものであります。

（注10） 上記関連会社に対する保証債務およびその元本に関連する利息に対し、当事業年度において6,112百万円の債務保証損失引当金繰入額

および債務保証損失引当金を計上しております。

（注11） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

（注12） TOYO-THAI CORPORATION PUBLIC COMPANY LTDは平成27年４月9日付にてTTCL Public Company Limitedに社名変更しております。

（注13） （株）テックエステートについては、当事業年度中に所有株式の全てを売却したことにより、関連当事者ではなくなりました。

上記取引金額は、同社が関連当事者であった期間の取引金額を記載しております。

子会社

設計・工事の発注
設計・工事の発注
（注３）

（株）
テックエステート
（注13）

所有
直接　100％

運転資金の融資

運転資金の融資
の回収
（注１）

9,092 百万円

4,369 百万円子会社
テックプロジェクト
サービス（株）

所有
直接　100％

関連
会社

Estaleiros do Brasil
Ltda

所有
間接　50％

運転資金の融資
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７．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額
１株当たり当期純損失

８．その他の注記

　　有形固定資産の圧縮記帳額
建物 2 百万円

156.31 円
150.73 円
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